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日産自動車追浜工場取得協議の報道を受け 

旧軍港市転換法に基づく平和産業港湾都市としての 

市是に則った対応を強く求める 

 

 6 月 25 日 米国の新興軍需産業企業で軍事用ドローン生産を手掛けているア

ンドゥリル・インダストリーズが本市夏島町にある日産自動車追浜工場の取得に向

け協議していることがネットニュースで報道された。 

 

 アンドゥリル社は昨年 12 月、日本市場への参入を表明し、すでに東京に拠点を

立ち上げている。日本製部品だけを使ったドローン製造を進めていると言われる

中、その本格化のため、具体的足場として、日産追浜工場を取得するつもりではな

いか、私たちは大きな危惧を抱いている。 

  

 原子力空母の母港化、空包射撃訓練の敢行、自衛隊基地の増設・地下化、こうい

った日米の基地機能強化について、私たちはこれまで何度も告発し、中止を求め

てきたところだ。今回の米軍需産業参入の兆候についても、ことは「民―民」では

済まされない。明らかに戦争する国への転換と言わざるを得ない。 

 

 憲法第九条を大きく逸脱して武器輸出三原則が防衛装備移転三原則へと変貌

し、さらには今年 4 月に運用指針も変わり、殺傷能力のある武器が原則輸出可能

となった。今回のアンドゥリル社の動向は我が国の武器輸出の運用指針変更と連

動した策動と捉えるべきであろう。 

 

 アンドゥリル社の製造するドローンは有人戦闘機に伴走飛行する「自律型ドロー

ン」だという。まさに戦争の道具である。このような「死の商人」企業が進出するな

ど断じて許されない。本市の旧軍港市転換法 平和産業港湾都市という市是に照

らしても到底、受け入れられるものではない。 

 



 

本市はかつて、内川町に軍需産業が来ようとした際に、旧軍港市転換法 平和産

業港湾都市として認められないと議会でも議論となり、企業が進出を断念した歴

史がある。 

 

また、軍需産業はその性格からいって、戦争や紛争が起こらなければ、消費され

ることはないため、健全な持続可能性に基づく市の産業政策には相反する。本市

は平和産業港湾都市としてまちづくりを進めているさなかであるのだから、この

ような逆行は許されない。 

 

市長は 5 月 22 日「ノースドックの追浜工場跡地移転に関する意見へのコメン

ト」を発表され、まさにこの市是を対置させ、本市の歴史や努力を全く理解してい

ない発言だとして、憤りを表明された。多くの市民がどんなに心強く思ったことだ

ろう。私たちのところにも賛同の声が届いている。 

 

今回のアンドゥリル社の動向も本市の心情に心寄せてのものとはとうてい思え

ない。すでに追浜地域の住民からは不安や拒絶の声が上がっていると聞いてい

る。 

 

よって、以下を申し入れる。 

記 

 

市長におかれては、旧軍港市転換法に基づく平和産業港湾都市としての市是に

徹底して依拠し、日産自動車追浜工場跡地について、市民のため横須賀市の発展

に資するような活用を望む立場を貫いていただきたい。このことを以前おこなっ

たコメントと同じように表明することを強く求める。 

以上 

 


